
































































































































































































































































































































































































































































































 
































































































































































































































































































































































































































































































                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                                      

す示で挙選　対反古野辺

集結民県へ起喚論世

化強能機　ずら減担負

　政府が辺野古新基地建設に向け

てボーリンか調査などに着手した

年、沖縄では名護市長、県知

事、衆院の各選挙で米軍普天間飛

行場の移設問題が最大の争点とな

り、辺野古移設に反対する候補が

当選を果たした。移設に反対する

民意はこれまでになく高まり、県

民は投票行動を通じても明確に県

内移設反対の意思を示している。

　年１月の名護市長選は辺野古

移設に反対する稲嶺進氏が１万

票を集め、辺野古移設を推進す

る立場の新人に票差で勝利。

９月の名護市議選は定数のう

ち、辺野古移設に反対する候補

人が当選した。名護市では稲嶺市

長が初当選した年の市長選、同

年の市議選、年の市長選、市議

選と４度の選挙で辺野古移設に反

対する民意が示された。

　年月の県知事選は、辺野古

移設反対を訴えた翁長雄志氏が

万票を獲得し、現職として辺

野古移設推進を訴えた仲井真弘多

氏に９万票差で当選した。普

天間飛行場を抱える位野湾市、移

設先の名護市でも翁長氏の得票が

仲井真氏を向回った。

　月の衆院選は県内の４選挙区

全てで辺野古移設に反対する候補

者が当選を果たした。

　辺野古新基地建設の阻止を目

指す運動を牽引しているのは、

年７月に結成された「沖縄

建白書を実現し未来を拓く島ぐ

るみ会議」だ。県内の政財界、

労働・市民団体、有識者らが集

まって発足させた。

　建白書とは、普天間飛行場の

県内移設断念などを求めて県内

全市町村長と議会議長、県議ら

が署名した文書。年１月に安

倍晋三首相に提出した。この理

念を実現することで、基地の過

重負担に象徴される沖縄への構

造的差別の解消を訴えている。

　主な活動は国際社会と国内世

論への働き掛け。翁長雄志知事

の国連演説を計画した、か、全

国えャやにンとして東京など各

地に講師を派遣し、基地問題を

中心に世論喚起を目指している뙙

　県民の結集軸となることも掲

げており、地域や市町村回位で

も組織の発足が続いている。各

組織は米軍えャンプ・げュりブ

前の座り込みににスを運行させ

るなどして支援。特定の政党に

よらず、超党派の組織として活

動することで、幅広い層の受け

皿となっている。
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　日本政府が米軍普天間飛行

場の移設先である名護市辺野

古に建設を進めている新基地

は、辺野古崎を埋め立て、そ

こに長さ㍍の滑走路２本

を配した施設だ。下面から約

㍍の高さの構造物となる。

　政府は移設先の面積が普天

間飛行場の「３分の１以下」

などと説明し、負担軽減につ

ながるとしているが、国薬を

積み込むエリアや係船機能付

きの護仲など、普天間にはな

い新たな機能も加わることが

環境アセスメンっが進む過程

で、明らかになっていった。

島ぐるみ会議の結成大会＝年７月日、位野湾市民会館


